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議案第47号

延岡市火災予防条例の一部を改正する条例の制定

延岡市火災予防条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定します。

平成25年 12月 3日提出

延岡市長首藤正治



延岡市火災予防条例の一部を改正する条例

延岡市火災予防条例（昭和48年条例第34号）の一部を次のように改正する。

第29条の4第4項中「第37条第7号から第7号の 3まで」を「第37条第4号

から第6号までJに改める。

附則

この条例は、平成26年4月 1日から施行する。



議案第48号

延岡湾水産業振興基金条例の制定

延岡湾水産業振興基金条例を別紙のとおり制定します。

平成25年 12月 3日提出

延岡市長首藤正．治



延岡湾水産業振興基金条例

（設置）

第 1条 延岡湾における水産資源の維持及び漁場の生産力の向上を図ることを

目的とする事業の財源に充てるため、地方自治法（昭和22年法律第67号）第

241条第 1項の規定に基づき、延岡湾水産業振興基金（以下「基金Jという。）

を設置する。

（積立額）

第2条 基金として積み立てる額は、予算で定める額とする。

（管理）

第3条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他の最も確実かっ有利な

方法により管理しなければならない。

（運用益金の処理）

第4条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計の歳入歳出予算に計上して、

この基金に編入するものとする。

（繰替運用）

第5条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期

間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用するこ

とができる。

（処分）

第6条 市長は、第 1条に規定する事業の財源に充てる場合に限り、基金を処

分することができる。

（委任）

第 7条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、市長

が別に定める。

附則

この条例は、公布の日から施行する。



議案第49号

延岡市包括的支援事業の実施に関する基準を定める条例の制定

延岡市包括的支援事業の実施に関する基準を定める条例を別紙のとおり制定

します。

平成25年 12月 3日提出

延岡市長首藤正治



延岡市包括的支援事業の実施に関する基準を定める条例

（趣旨）

第 1条 この条例は、介護保険法（平成9年法律第123号。以下「法Jという。）

第115条の46第4項の規定により、地域包括支援センター（同条第 1項に規定

する地域包括支援センターをいう。以下同じ。）が包括的支援事業（同項に規

定する包括的支援事業をいう。以下同じ。）を実施するために必要な基準を定

めるものとする。

（職員に関する基準）

第2条 1の地域包括支援センターが担当する区域における第 1号被保険者

（法第9条第 1号に規定する第 1号被保険者をいう。以下同じ。）の数がおお

むね3,000人以上6,000人未満ごとに置くべき専らその職務に従事する常勤の

職員の員数は、原則として次のとおりとする。

(1) 保健師その他これに準ずる者 1人

(2) 社会福祉士その他これに準ずる者 1人

(3) 主任介護支援専門員（介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号）

第140条の68第 1項に規定する主任介護支援専門員研修を修了した者をい

う。）その他これに準ずる者 1人

2 前項の規定にかかわらず、地理的条件その他の条件を勘案して特定の生活

圏域に 1の地域包括支援センターを設置することが必要であると地域包括支

援センター運営協議会（指定居宅サービス事業者等（法第22条第 3項に規定

する指定居宅サービス事業者等をいう。）又はこれらの者に係る団体の代表者、

居宅サービス等の利用者又は第 1号被保険者若しくは第2号被保険者（法第

9条第2号に規定する第2号被保険者をいう。）の代表者、地域住民の権利擁

護を行い、又は相談に応ずる団体等の代表者、地域における保健、医療又は

福祉に関する学識経験を有する者等のうち、市長が適当と認める者により構

成されるものをいう。以下閉じ。）において認められた場合には、地域包括支

援センターの人員配置基準は、次の表の左欄に掲げる担当する区域における

第 1号被保険者の数に応じ、それぞれ同表の右欄に定めるところによる。

担当する区域における
人員配置基準

第 1号被保険者の数

おおむね1,000人未満 前項第 1号から第 3号までに掲げる者のう

ちから 1人又は 2人

おおむね1,000人以上 前項第 1号から第 3号までに掲げる者のう



2,000人未満 ｜ちから 2人（うち 1人は専らその職務に従事

する常勤の職員とする。）

おおむね2,000人以上｜専らその職務に従事する常勤の前項第 1号

3,000人未満 ｜に掲げる者 1人及び専らその職務に従事す

る常勤の同項第 2号又は第 3号に掲げる者

のいずれか 1人

（運営等に関する基準）

第3条 地域包括支援センターは、前条第 1項各号に掲げる職員が協働して包

括的支援事業を実施することにより、各被保険者（法第 9条に規定する被保

険者をいう。以下同じ。）の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、

法第24条第2項に規定する介護給付等対象サービスその他の保健医療サービ

ス又は福祉サービス、権利擁護のための必要な援助等を利用できるように導

き、各被保険者が可能な限り、住み慣れた地域において自立した日常生活を

営むことができるようにしなければならない。

2 地域包括支援センターは、地域包括支援センター運営協議会の意見を踏ま

えて、適切、公正かっ中立な運営を確保しなければならない。

附則

この条例は、平成26年4月 1日から施行する。



議案第50号

延岡市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支

援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める

条例の制定

延岡市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例を別紙

のとおり制定します。

平成 25年 12月 3日提出

延岡市長首藤正治



目次

延岡市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支

援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める

条例

第 1章総員lj （第 1条・第 2条）

第 2章基本方針（第 3条）

第 3章 人員に関する基準（第4条・第 5条）

第4章運営に関する基準（第 6条－第30条）

第 5章 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（第31条一第33

条）

第 6章 基準該当介護予防支援に関する基準（第34条）

附則

第 1章総則

（趣旨）

第 1条 この条例は、介護保険法（平成 9年法律第123号。以下「法Jという。）

第59条第 1項第 1号、第115条の22第 2項第 1号並びに第115条の24第 1項及

び第 2項の規定により、指定介護予防支援事業者の指定、指定介護予防支援

等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための

効果的な支援の方法に関する基準を定めるものとする。

（指定介護予防支援事業者の指定の基準）

第2条 法第115条の22第 2項第 1号の条例で定める者は、法人（その役員又は

使用人が延岡市暴力団排除条例（平成23年条例第22号）第 2条第 3号に規定

する暴力団関係者である者を除く。）とする。

第2章基本方針

第 3条 指定介護予防支援（法第58条第 1項に規定する指定介護予防支援をい

う。以下同じ。）の事業は、その利用者が可能な限りその居宅において、自

立した日常生活を営むことができるように配慮、して行われるものでなければ

ならない。

2 指定介護予防支援の事業は、利用者の心身の状況、その置かれている環境

等に応じて、利用者の選択に基づき、利用者の自立に向けて設定された目標

を達成するために、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、当該目標

を踏まえ、多様な事業者から、総合的かっ効率的に提供されるよう配慮、して

行われるものでなければならない。

3 指定介護予防支援事業者（法第58条第 1項に規定する指定介護予防支援事



業者をいう。以下同じ。）は、指定介護予防支援の提供に当たっては、利用

者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供され

る指定介護予防サービス等（法第 8条の 2第18項に規定する指定介護予防サ

ービス等をいう。以下同じ。）が特定の種類又は特定の介護予防サービス事

業者若しくは地域密着型介護予防サービス事業者（以下「介護予防サービス

事業者等Jという。）に不当に偏ることのないよう、公正中立に行わなけれ

ばならない。

4 指定介護予防支援事業者は、事業の運営に当たっては、市、地域包括支援

センター（法第115条の46第 1項に規定する地域包括支援センターをいう。以

下同じ。）、老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20条の 7の2に規定する

老人介護支援センタ一、指定居宅介護支援事業者（法第46条第 1項に規定す

る指定居宅介護支援事業者をいう。以下同じ。）、他の指定介護予防支援事

業者、介護保険施設、住民による自発的な活動によるサービスを含めた地域

における様々な取組を行う者等との連携に努めなければならない。

第3章 人員に関する基準

（従業者の員数）

第4条 指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事業所（以下「指定介護

予防支援事業所Jという。）ごとに 1以上の員数の指定介護予防支援の提供

に当たる必要な数の保健師その他の指定介護予防支援に関する知識を有する

職員（以下「担当職員」という。）を置かなければならない。

（管理者）

第5条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所ごとに常勤の管

理者を置かなければならない。

2 前項に規定する管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。

ただし、指定介護予防支援事業所の管理に支障がない場合は、当該指定介護

予防支援事業所の他の職務に従事し、又は当該指定介護予防支援事業所であ

る地域包括支援センターの職務に従事することができるものとする。

第4章 運営に関する基準

（内容及び手続の説明及び同意）

第6条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際し、

あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、第19条に規定する運営規程の

概要その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を

記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用申込者の同

意を得なければならな．い。

2 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際し、あら



かじめ、介護予防サービス計画が第 3条に規定する基本方針及び利用者の希

望に基づき作成されるものであること等につき説明を行い、理解を得なけれ

ばならない。

3 指定介護予防支援事業者は、利用申込者又はその家族から申出があった場

合には、第 1項の規定による文書の交付に代えて、第 6項で定めるところに

より、当該利用申込者又はその家族の承諾を得て、当該文書に記すべき重要

事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を使用する

方法であって次に掲げるもの（以下この条において「電磁的方法Jという。）

により提供することができる。この場合において、当該指定介護予防支援事

業者は、当該文書を交付したものとみなす。

(1) 電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイに掲げるもの

ア 指定介護予防支援事業者の使用に係る電子計算機と利用申込者又はそ

の家族の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送信

し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方

法

イ 指定介護予防支援事業者の使用に係る電子計算機に備えられたファイ

ルに記録された第 1項に規定する重要事項を電気通信回線を通じて利用

申込者又はその家族の閲覧に供し、当該利用申込者又はその家族の使用

に係る電子計算機に備えられたファイルに当該重要事項を記録する方法

（電磁的方法による提供を受ける旨の承諾又は受けない旨の申出をする

場合にあっては、指定介護予防支援事業者の使用に係る電子計算機に備

えられたファイルにその旨を記録する方法）

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法によりー

定の事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイル

に第 1項に規定する重要事項を記録したものを交付する方法

4 前項に掲げる方法は、利用申込者又はその家族がファイルへの記録を出力

することにより文書を作成することができるものでなければならない。

5 第3項第 1号の「電子情報処理組織Jとは、指定介護予防支援事業者の使

用に係る電子計算機と、利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機と

を電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。

6 指定介護予防支援事業者は、第 3項の規定により第 1項に規定する重要事

項を提供しようとするときは、あらかじめ、当該利用申込者又はその家族に

対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、文書又は電

磁的方法による承諾を得なければならない。

(1) 第 3項各号に規定する方法のうち指定介護予防支援事業者が使用するも



の

(2) ファイルへの記録の方式

7 前項の規定による承諾を得た指定介護予防支援事業者は、当該利用申込者

文はその家族から文書又は電磁的方法により電磁的方法による提供を受けな

い旨の申出があったときは、当該利用申込者又はその家族に対し、第 1項に

規定する重要事項の提供を電磁的方法によってしではならない。ただし、当

該利用申込者又はその家族が再び前項の規定による承諾をした場合は、この

限りでない。

（提供拒否の禁止）

第7条 指定介護予防支援事業者は、正当な理由なく指定介護予防支援の提供

を拒んではならない。

（サービス提供困難時の対応）

第8条 指定介護予防支援事業者は、当該事業所の通常の事業の実施地域（当

該指定介護予防支援事業所が通常時に指定介護予防支援を提供する地域をい

う。以下閉じ。）等を勘案し、利用申込者に対し自ら適切な指定介護予防支

援を提供することが困難で、あると認めた場合は、他の指定介護予防支援事業

者の紹介その他の必要な措置を講じなければならない。

（受給資格等の確認）

第9条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供を求められた場

合には、その者の提示する被保険者証によって、被保険者資格、要支援認定

の有無及び要支援認定の有効期間を確かめるものとする。

（要支援認定の申請に係る援助）

第10条 指定介護予防支援事業者は、被保険者の要支援認定に係る申請につい

て、利用申込者の意思を踏まえ、必要な協力を行わなければならない。

2 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際し、要支

援認定を受けていない利用申込者については、要支援認定の申請が既に行わ

れているかどうかを確認し、申請が行われていない場合は、当該利用申込者

の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行わなけれ

ばならない

3 指定介護予防支援事業者は、要支援認定の更新の申請が、遅くとも当該利

用者が受けている要支援認定の有効期間の満了日の30日前には行われるよう、

必要な援助を行わなければならない。

（身分を証する書類の携行）

第11条 指定介護予防支援事業者は、当該指定介護予防支援事業所の担当職員

に身分を証する書類を携行させ、初回訪問時及び利用者又はその家族から求



められたときは、これを提示すべき旨を指導しなければならない。

（利用料の受領）

第12条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援（法第58条第4項の規

定に基づき介護予防サービス計画費（法第58条第2項に規定する介護予防サ

ービス計画費をいう。以下同じ。）が当該指定介護予防支援事業者に支払わ

れる場合に係るものを除く。）を提供した際にその利用者から支払を受ける

利用料（介護予防サービス計画費の支給の対象となる費用に係る対価をいう。

以下同じ。）と、介護予防サービス計画費の額との間に、不合理な差額が生

じないようにしなければならない。

（保険給付の請求のための証明書の交付）

第13条 指定介護予防支援事業者は、提供した指定介護予防支援について前条

の利用料の支払を受けた場合には、当該利用料の額等を記載した指定介護予

防支援提供証明書を利用者に対して交付しなければならない。

（指定介護予防支援の業務の委託）

第14条 指定介護予防支援事業者は、法第115条の23第3項の規定により指定介

護予防支援の一部を委託する場合には、次に掲げる事項を遵守しなければな

らない。

(1). 委託に当たっては、中立性及び公正性の確保を図るため地域包括支援セ

ンター運営協議会（延岡市包括的支援事業の実施に関する基準を定める条

例（平成 年条例第 号）第2条第2項に規定する地域包括支援センター

運営協議会をいう。）の議を経ること。

(2) 委託に当たっては、適切かっ効率的に指定介護予防支援の業務が実施で

きるよう委託する業務の範囲や業務量について配慮すること。

(3) 委託する指定居宅介護支援事業者は、指定介護予防支援の業務に関する

知識及び能力を有する介護支援専門員が従事する指定居宅介護支援事業者

であること。

性） 委託する指定居宅介護支援事業者に対し、指定介護予防支援の業務を実

施する介護支援専門員が、第2章、この章及び次章の規定を遵守するよう

措置させること。

（法定代理受領サービスに係る報告）

第15条 指定介護予防支援事業者は、毎月、市（法第53条第 7項において読み

替えて準用する第41条第10項の規定により法第53条第6項の規定による審査

及び支払に関する事務を国民健康保険団体連合会（国民健康保険法（昭和33

年法律第192号）第45条第 5項に規定する国民健康保険団体連合会をいう。以

下同じ。）に委託している場合にあっては、当該国民健康保険団体連合会）



に対し、介護予防サービス計画において位置付けられている指定介護予防サ

ービス等のうち法定代理受領サービス（法第53条第4項の規定により介護予

防サービス費が利用者に代わり当該指定介護予防サービス事業者に支払われ

る場合の当該介護予防サービス費に係る指定介護予防サービスをいう。）と

して位置付けたものに関する情報を記載した文書を提出しなければならない。

2 指定介護予防支援事業者は、介護予防サービス計画に位置付けられている

基準該当介護予防サービスに係る特例介護予防サービス費の支給に係る事務

に必要な情報を記載した文書を、市（当該事務を国民健康保険団体連合会に

委託している場合にあっては、当該国民健康保険団体連合会）に対して提出

しなければならない。

（利用者に対する介護予防サービス計画等の書類の交付）

第16条 指定介護予防支援事業者は、要支援認定を受けている利用者が要介護

認定を受けた場合その他利用者からの申出があった場合には、当該利用者に

対し、直近の介護予防サービス計画及びその実施状況に関する書類を交付し

なければならない。

（利用者に関する市への通知）

第17条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援を受けている利用者が

次の各号のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を付してその旨を市

に通知しなければならない。

(1) 正当な理由なしに介護給付等対象サービス（法第24条第2項に規定する

介護給付等対象サービスをいう。）の利用に関する指示に従わないこと等

により、要支援状態の程度を増進させたと認められるとき又は要介護状態

になったと認められるとき。

(2) 偽りその他不正の行為によって保険給付の支給を受け、又は受けようと

したとき。

（管理者の責務）

第18条 指定介護予防支援事業所の管理者は、当該指定介護予防支援事業所の

担当職員その他の従業者の管理、指定介護予防支援の利用の申込みに係る調

整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行わなければならない。

2 指定介護予防支援事業所の管理者は、当該指定介護予防支援事業所の担当

職員その他の従業者にこの章及び次章の規定を遵守させるため必要な指揮命

令を行うものとする。

（運営規程）

第19条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所ごとに、次に掲

げる事業の運営についての重要事項に関する規程（以下「運営規程Jという。）



として次に掲げる事項を定めるものとする。

(1) 事業の目的及び運営の方針

(2) 職員の職種、員数及び職務内容

(3) 営業日及び営業時間

住） 指定介護予防支援の提供方法、内容及び利用料その他の費用の額

(5) 通常の事業の実施地域

(6) その他運営に関する重要事項

（勤務体制の確保）

第20条 指定介護予防支援事業者は、利用者に対し適切な指定介護予防支援を

提供できるよう、指定介護予防支援事業所ごとに担当職員その他の従業者の

勤務の体制を定めておかなければならない。

2 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所ごとに、当該指定介

護予防支援事業所の担当職員によって指定介護予防支援の業務を提供しなけ

ればならない。ただし、担当職員の補助の業務についてはこの限りでない。

3 指定介護予防支援事業者は、担当職員の資質の向上のために、その研修の

機会を確保しなければならない。

（設備及び備品等）

第21条 指定介護予防支援事業者は、事業を行うために必要な広さの区画を有

するとともに、指定介護予防支援の提供に必要な設備及び備品等を備えなけ

ればならない

（従業者の健康管理）

第22条 指定介護予防支援事業者は、担当職員の清潔の保持及び健康状態につ

いて、必要な管理を行わなければならない。

（掲示）

第23条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所の見やすい場所

に、運営規程の概要、担当職員の勤務の体制その他の利用申込者のサービス

の選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければならない。

（秘密保持）

第24条 指定介護予防支援事業所の担当職員その他の従業者は、正当な理由な

く、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはならない。

2 指定介護予防支援事業者は、担当職員その他の従業者であった者が、正当

な理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことの

ないよう、必要な措置を講じなければならない。

3 指定介護予防支援事業者は、サービス担当者会議（第32条第 9号に規定す

るサービス担当者会議をいう。）等において、利用者の個人情報を用いる場



合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同

意を、あらかじめ文書により得ておかなければならない。

（広告）

第25条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所について広告を

する場合においては、その内容を虚偽又は誇大なものとしてはならない。

（介護予防サービス事業者等からの利益収受の禁止等）

第26条 指定介護予防支援事業者及び指定介護予防支援事業所の管理者は、介

護予防サービス計画の作成又は変更に関し、当該指定介護予防支援事業所の

担当職員に対して特定の介護予防サービス事業者等によるサービスを位置付

けるべき旨の指示等を行ってはならない。

2 指定介護予防支援事業所の担当職員は、介護予防サービス計画の作成又は

変更に関し、利用者に対して特定の介護予防サービス事業者等によるサービ

スを利用すべき旨の指示等を行ってはならない。

3 指定介護予防支援事業者及びその従業者は、介護予防サービス計画の作成

又は変更に関し、利用者に対して特定の介護予防サービス事業者等によるサ

ービスを利用させることの対償として、当該介護予防サービス事業者等から

金品その他の財産上の利益を収受してはならない。

（苦情処理）

第27条 指定介護予防支援事業者は、自ら提供した指定介護予防支援又は自ら

が介護予防サービス計画に位置付けた指定介護予防サービス等に対する利用

者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応しなければならない。

2 指定介護予防支援事業者は、前項の苦情を受け付けた場合は、当該苦情の

内容等を記録しなけれ－ばならない。

3 指定介護予防支援事業者は、自ら提供した指定介護予防支援に関し、法第

23条の規定により市が行う文書その他の物件の提出若しくは提示の求め又は

市の当該職員からの質問若しくは照会に応じ、及び利用者からの苦情に関し

て市が行う調査に協力するとともに、市から指導又は助言を受けた場合にお

いては、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。

4 指定介護予防支援事業者は、市からの求めがあった場合には、前項の改善

の内容を市に報告しなければならない。

5 指定介護予防支援事業者は、自らが介護予防サービス計画に位置付けた法

第53条第 1項に規定する指定介護予防サービス又は法第54条の 2第 1項に規

定する指定地域密着型介護予防サービスに対する苦情の国民健康保険団体連

合会への申立てに関して、利用者に対し必要な援助を行わなければならない。

6 指定介護予防支援事業者は、自ら提供した指定介護予防支援又は自らが介



護予防サービス計画に位置付けた指定介護予防サービス等に対する利用者か

らの苦情に関して国民健康保険団体連合会が行う法第176条第 1項第 3号の

調査に協力するとともに、自ら提供した指定介護予防支援に関して国民健康

保険団体連合会から同号の指導又は助言を受けた場合においては、当該指導

又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。

7 指定介護予防支援事業者は、国民健康保険団体連合会からの求めがあった

場合には、前項の改善の内容を国民健康保険団体連合会に報告しなければな

らない。

（事故発生時の対応）

第28条 指定介護予防支援事業者は、利用者に対する指定介護予防支援の提供

により事故が発生した場合には、速やかに市、利用者の家族等に連絡を行う

とともに、必要な措置を講じなければならない。

2 指定介護予防支援事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処

置について記録しなければならない。

3 指定介護予防支援事業者は、利用者に対する指定介護予防支援の提供によ

り賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行わなければな

らない

（会計の区分）

第29条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所ごとに経理を区

分するとともに、指定介護予防支援の事業の会計とその他の事業の会計とを

区分しなければならない。

（記録の整備）

第30条 指定介護予防支援事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸

記録を整備しておかなければならない。

2 指定介護予防支援事業者は、利用者に対する指定介護予防支援の提供に関

する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から 5年間保存しなければなら

ない。

(1) 第32条第13号に規定する指定介護予防サービス事業者等との連絡調整に

関する記録

(2) 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記載した介護予防支援台帳

ア 介護予防サービス計画

イ 第32条第 7号に規定するアセスメントの結果の記録

ウ 第32条第9号に規定するサービス担当者会議等の記録

エ 第32条第14号に規定する評価の結果の記録

オ 第32条第15号に規定するモニタリングの結果の記録



(3) 第17条に規定する市への通知に係る記録

性） 第27条第 2項に規定する苦情の内容等の記録

(5) 第28条第2項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置につい

ての記録

第5章 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

（指定介護予防支援の基本取扱方針）

第31条 指定介護予防支援は、利用者の介護予防（法第8条の2第2項に規定
する介護予防をいう。以下同じ。）に資するよう行われるとともに、医療サ

ービスとの連携に十分配慮して行わなければならない。

2 指定介護予防支援事業者は、介護予防の効果を最大限に発揮し、利用者が

生活機能の改善を実現するための適切なサービスを選択できるよう、目標志

向型の介護予防サービス計画を策定しなければならない。

3 指定介護予防支援事業者は、自らその提供する指定介護予防支援の質の評

価を行い、常にその改善を図らなければならない。

（指定介護予防支援の具体的取扱方針）

第32条 指定介護予防支援の方針は、第3条に規定する基本方針及び前条に規

定する基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるものとする。

(1) 指定介護予防支援事業所の管理者は、担当職員に介護予防サービス計画

の作成に関する業務を担当させるものとする。

(2) 指定介護予防支援の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、

利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやす

いように説明を行うものとする。

(3) 担当職員は、介護予防サービス計画の作成に当たっては、利用者の自立

した日常生活の支援を効果的に行うため、利用者の心身又は家族の状況等

に応じ、継続的かっ計画的に指定介護予防サービス等の利用が行われるよ

うにしなければならない。

(4) 担当職員は、介護予防サービス計画の作成に当たっては、利用者の日常

生活全般を支援する観点から、予防給付（法第18条第 2号に規定する予防

給付をいう。以下同じ。）の対象となるサービス以外の保健医療サービス

又は福祉サービス、当該地域の住民による自発的な活動によるサービス等

の利用も含めて介護予防サービス計画上に位置付けるよう努めなければな

らない。

(5) 担当職員は、介護予防サービス計画の作成の開始に当たっては、利用者

によるサービスの選択に資するよう、当該地域における指定介護予防サー

ビス事業者等に関するサービス及び住民による自発的な活動によるサービ



スの内容、利用料等の情報を適正に利用者又はその家族に対して提供する

－ものとする。

(6) 担当職員は、介護予防サービス計画の作成に当たっては、適切な方法に

より、利用者について、その有している生活機能や健康状態、その置かれ

ている環境等を把握した上で、次に掲げる領域ごとに利用者の日常生活の

状況を把握し、利用者及び家族の意欲及び意向を踏まえて、生活機能の低

下の原因を含む利用者が現に抱える問題点を明らかにするとともに、介護

予防の効果を最大限に発揮し、利用者が自立した日常生活を営むことがで

きるように支援すべき総合的な課題を把握しなければならない。

ア 運動及び移動

イ 家庭生活を含む日常生活

ウ 社会参加並びに対人関係及びコミュニケーション

エ健康管理

(7) 担当職員は、前号に規定する解決すべき課題の把握（以下「アセスメン

トJという。）に当たっては、利用者の居宅を訪問し、利用者及びその家

族に面接して行わなければならない。この場合において、担当職員は、面

接の趣旨を利用者及びその家族に対して十分に説明し、理解を得なければ

ならない

(8) 担当職員は、利用者の希望及び利用者についてのアセスメントの結果、

利用者が目標とする生活、専門的観点からの目標と具体策、利用者及びそ

の家族の意向、それらを踏まえた具体的な目標、その目標を達成するため

の支援の留意点、本人、指定介護予防サービス事業者、自発的な活動によ

るサービスを提供する者等が目標を達成するために行うべき支援内容並び

にその期間等を記載した介護予防サービス計画の原案を作成しなければな

らない。

(9) 担当職員は、サービス担当者会議（担当職員が介護予防サービス計画の

作成のために介護予防サービス計画の原案に位置付けた指定介護予防サー

ビス等の担当者（以下この条において「担当者Jという。）を招集して行

う会議をいう。以下同じ。）の開催により、利用者の状況等に関する情報

を担当者と共有するとともに、当該介護予防サービス計画の原案の内容に

ついて、担当者から、専門的な見地からの意見を求めるものとする。ただ

し、やむを得ない理由がある場合については、担当者に対する照会等によ

り意見を求めることができるものとする。

側 担当職員は、介護予防サービス計画の原案に位置付けた指定介護予防サ

ービス等について、保険給付の対象となるかどうかを区分した上で、当該



介護予防サービス計画の原案の内容について利用者又はその家族に対して

説明し、文書により利用者の同意を得なければならない。

ω 担当職員は、介護予防サービス計画を作成した際には、当該介護予防サ
ーピス計画を利用者及び担当者に交付しなければならない。

ω 担当職員は、指定介護予防サービス事業者等に対して、介護予防サーピ
ス計画に基づき、介護予防訪問介護計画（指定介護予防サービス等の事業

の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法に関する基準（平成18年厚生労働省令第35号。以

下この条において「指定介護予防サービス等基準Jという。）第39条第2

号に規定する介護予防訪問介護計画をいう。）等指定介護予防サービス等

基準において位置付けられている計画の作成を指導するとともに、サービ

スの提供状況や利用者の状態等に関する報告を少なくとも 1月に 1回、聴

取しなければならない。

同 担当職員は、介護予防サービス計画の作成後、介護予防サービス計画の

実施状況の把握（利用者についての継続的なアセスメントを含む。）を行

い、必要に応じて介護予防サービス計画の変更、指定介護予防サービス事

業者等との連絡調整その他の便宜の提供を行うものとする。

凶 担当職員は、介護予防サービス計画に位置付けた期間が終了するときは、

当該計画の目標の達成状況について評価しなければならない。

ω 担当職員は、第13号に規定する実施状況の把握（以下「モ手二タリングJ
という。）に当たっては、利用者及びその家族、指定介護予防サービス事

業者等との連絡を継続的に行うこととし、特段の事情のない限り、次に定

めるところにより行わなければならない。

ア 少なくともサービスの提供を開始する月の翌月から起算して 3月に 1

回及びサービスの評価期間が終了する月並びに利用者の状況に著しい変

化があったときは、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接すること。

イ 利用者の居宅を訪問しない月においては、可能な限り、指定介護予防

通所介護事業所（指定介護予防サービス等基準第97条第 1項に規定する

指定介護予防通所介護事業所をいう。）又は指定介護予防通所リハビリ

テーション事業所（指定介護予防サービス等基準第117条第 1項に規定す

る指定介護予防通所リハビリテーション事業所をいう。）を訪問する等

の方法により利用者に面接するよう努めるとともに、当該面接ができな

い場合にあっては、電話等により利用者との連絡を実施すること。

ウ 少なくとも 1月に 1回、モニタリングの結果を記録すること。

同 担当職員は、次に掲げる場合においては、サービス担当者会議の開催に



より、介護予防サービス計画の変更の必要性について、担当者から、専門

的な見地からの意見を求めるものとする。ただし、やむを得ない理由があ

る場合については、担当者に対する照会等により意見を求めることができ

るものとする。

ア 要支援認定を受けている利用者が法第33条第2項に規定する要支援更

新認定を受けた場合

イ 要支援認定を受けている利用者が法第33条の 2第 1項に規定する要支

援状態区分の変更の認定を受けた場合

間 第3号から第12号までの規定は、第13号に規定する介護予防サービス計

画の変更について準用する。

同 担当職員は、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが総合的かつ効

率的に提供された場合においても、利用者がその居宅において日常生活を

営むことが困難となったと認める場合又は利用者が介護保険施設への入院

又は入所を希望する場合には、利用者の要介護認定に係る申請について必

要な支援を行い、介護保険施設への紹介その他の便宜の提供を行うものと

する。

仕掛 担当職員は、介護保険施設等から退院文は退所しようとする要支援者か

ら依頼があった場合には、居宅における生活へ円滑に移行できるよう、あ

らかじめ、介護予防サービス計画の作成等の援助を行うものとする。

側 担当職員は、利用者が介護予防訪問看護、介護予防通所リハビリテーシ

ョン等の医療サービスの利用を希望している場合その他必要な場合には、

利用者の同意を得て主治の医師又は歯科医師（以下この条において「主治

の医師等Jという。）の意見を求めなければならない。

(21) 担当職員は、介護予防サービス計画に介護予防訪問看護、介護予防通所

リハビリテーション等の医療サービスを位置付ける場合にあっては、当該

医療サービスに係る主治の医師等の指示がある場合に限りこれを行うもの

とし、医療サービス以外の指定介護予防サービス等を位置付ける場合にあ

っては、当該指定介護予防サービス等に係る主治の医師等の医学的観点か

らの留意事項が示されているときは、当該事項を尊重してこれを行うもの

とする。

(22) 担当職員は、介護予防サービス計画に介護予防短期入所生活介護文は介

護予防短期入所療養介護を位置付ける場合にあっては、利用者の居宅にお

ける自立した日常生活の維持に十分に留意するものとし、利用者の心身の

状況等を勘案して特に必要と認められる場合を除き、介護予防短期入所生

活介護及び介護予防短期入所療養介護を利用する日数が要支援認定の有効



期間のおおむね半数を超えないようにしなければならない。

(23) 担当職員は、介護予防サービス計画に介護予防福祉用具貸与を位置付け

る場合にあっては、その利用の妥当性を検討し、当該計画に介護予防福祉

用具貸与が必要な理由を記載するとともに、必要に応じて随時、サービス

担当者会議を開催し、その継続の必要性について検証をした上で、継続が

必要な場合にはその理由を介護予防サービス計画に記載しなければならな

。
、‘’hv
 

(24) 担当職員は、介護予防サービス計画に特定介護予防福祉用具販売を位置

付ける場合にあっては、その利用の妥当性を検討し、当該計画に特定介護

予防福祉用具販売が必要な理由を記載しなければならない。

(25) 担当職員は、利用者が提示する被保険者証に、法第73条第 2項に規定す

る認定審査会意見又は法第37条第 1項の規定による指定に係る介護予防サ

ービスの種類若しくは地域密着型介護予防サービスの種類についての記載

がある場合には、利用者にその趣旨（同項の規定による指定に係る介護予

防サービス又は地域密着型介護予防サービスの種類については、その変更

の申請ができることを含む。）を説明し、理解を得た上で、その内容に沿

って介護予防サービス計画を作成しなければならない。

(26) 担当職員は、要支援認定を受けている利用者が要介護認定を受けた場合

には、指定居宅介護支援事業者と当該利用者に係る必要な情報を提供する

等の連携を図るものとする。

（介護予防支援の提供に当たっての留意点）

第33条 介護予防支援の実施に当たっては、介護予防の効果を最大限に発揮で

きるよう次に掲げる事項に留意しなければならない。

(1) 単に運動機能や栄養状態、口腔機能といった特定の機能の改善だけを目

指すものではなく、これらの機能の改善や環境の調整などを通じて、利用

者の日常生活の自立のための取組を総合的に支援することによって生活の

質の向上を目指すこと。

(2) 利用者による主体的な取組を支援し、常に利用者の生活機能の向上に対

する意欲を高めるよう支援すること。

(3) 具体的な日常生活における行為について、利用者の状態の特性を踏まえ

た目標を、期間を定めて設定し、利用者、サービス提供者等とともに目標

を共有すること。

性） 利用者の自立を最大限に引き出す支援を行うことを基本とし、利用者の

できる行為は可能な限り本人が行うよう配慮すること。

(5) サービス担当者会議等を通じて、多くの種類の専門職の連携により、地



域における様々な予防給付の対象となるサービス以外の保健医療サービス

又は福祉サービス、当該地域の住民による自発的な活動によるサービス等

の利用も含めて、介護予防に資する取組を積極的に活用すること。

(6) 地域支援事業（法第115条の45に規定する地域支援事業をいう。）及び介

護給付（法第18条第 1号に規定する介護給付をいう。）と連続性及び一貫

性を持った支援を行うよう配慮すること。

(7) 介護予防サービス計画の策定に当たっては、利用者の個別性を重視した

効果的なものとすること。

(8) 機能の改善の後についてもその状態の維持への支援に努めること。

第6章 基準該当介護予防支援に関する基準

（準用）

第34条 第 2章から前章（第27条第6項及び第 7項を除く。）までの規定は、

基準該当介護予防支援（法第59条第 1項第 1号に規定する基準該当介護予防

支援をいう。）の事業について準用する。この場合において、第6条第 1項

中「第19条Jとあるのは「第34条において準用する第19条Jと、第12条第 1

項中「指定介護予防支援（法第58条第4項の規定に基づき介護予防サービス

計画費（法第58条第 2項に規定する介護予防サービス計画費をいう。以下同

じ。）が当該指定介護予防支援事業者に支払われる場合に係るものを除く。） J 

とあるのは「基準該当介護予防支援Jと、 「介護予防サービス計画費の額J

とあるのは「法第59条第3項に規定する特例介護予防サービス計画費の額J

と読み替えるものとする。

附則

この条例は、平成26年4月 1日から施行する。



議案第51号

延岡市夜間急病センタ一条例の一部を改正する条例の制定

延岡市夜間急病センタ一条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定しま

す。

平成25年 12月 3日提出

延岡市長首藤正治‘



延岡市夜間急病センタ一条例の一部を改正する条例

延岡市夜間急病センタ一条例（平成16年条例第38号）の一部を次のように改

正する。

第3条第2項の表内科の項中「から水曜日まで」を「及び火曜日Jに、 「木

曜日Jを「水曜日Jに、 「金曜日Jを「木曜日及び金曜日Jに改める。

附則

この条例は、平成26年4月 1日から施行する。



議案第52号

延岡市立小中学校設置条例の一部を改正する条例の制定

延岡市立小中学校設置条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定します。

平成25年 12月 3日提出

延岡市長首藤正治



延岡市立小中学校設置条例の一部を改正する条例

延岡市立小中学校設置条例（昭和61年条例第12号）の一部を次のように改正

する。

別表第 1北方小学校の項を次のように改める。

｜北方学園小学校 ｜延岡市北方町J11水流卯972番地

別表第 1城小学校の項から三極小学校の項までを削る。

別表第 2黒岩中学校の項中「延岡市大野町750番地イ Jを「延岡市大野町744

番地 2Jに改め、同表熊野江中学校の項中「熊野江中学校Jを「南浦中学校J

に改め、同表浦城中学校の項を削り、同表北方中学校の項中「北方中学校Jを

「北方学園中学校j に改める。

附則

この条例は、平成26年4月 1日から施行する。



議案第53号

延岡市学校給食共同調理場条例の一部を改正する条例の制定

延岡市学校給食共同調理場条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定し

ます。

平成25年 12月 3日提出

延岡市長首藤正治



延岡市学校給食共同調理場条例の一部を改正する条例

延岡市学校給食共同調理場条例（平成5年条例第32号）の一部を次のように

改正する。

第2条を次のように改める。

（名称、位置及び対象）

第2条 共同調理場の名称、位置及び対象となる学校は、別表のとおりとする。

第3条を削り、第4条を第3条とする。

第5条第2項第 2号及び第3号中「第 3条Jを「別表Jに改め、同条を第4

条とし、第6条を第5条とする。

附則の次に次の別表を加える。

別表（第 2条、第4条関係）

名称 位置 対象となる学校

島野浦学校給 延岡市島浦町45番地 島野浦小学校、島野浦中学校

食調理場

北方町学校給 延岡市北方町川水流 北方学園小学校、北方学園中学校、

食センター 卯965番地 北方幼稚園

北浦町学校給 延岡市北浦町古江 北浦小学校、一川内小学校、北浦

食センター 1893番地 1 中学校、ニ川｜内中学校、北浦幼稚

園、熊野江小学校、浦城小学校、

南浦中学校

北川｜町学校給 延岡市北川町川内名 北川小学校、北川中学校

食センター 7636番地 1

延岡小学校給 延岡市大貫町一丁目 延岡小学校、岡富中学校

食調理場 3000番地

岡富小学校給 延岡市高千穂通3830 岡富小学校、西小学校

食調理場 番地

旭小学校給食 延岡市中川原町二丁 旭小学校、黒岩小学校、旭中学校、

調理場 目4623番地 黒岩中学校

恒富小学校給 延岡市愛宕町一丁目 恒富小学校、↑亘富中学校

食調理場 1番地 1

緑ケ正小学校 延岡市緑ケ丘四丁目 緑ケ正小学校、伊形小学校、南中

給食調理場 11番 1号 学校

東小学校給食 延岡市出北五丁目 12 東小学校、方財小学校、延岡中学



調理場 番 1号 校

川｜島小学校給 延岡市川島町2770番 川島小学校、港小学校、東海中学

食調理場 地イ 校

土々呂小学校 延岡市土々呂町一丁 土々呂小学校、名水小学校、土々

給食調理場 目276番地 日中学校

南方小学校給 延岡市野田ニ丁目 14 南方小学校、西階中学校

食調理場 番地2

上南方小学校 延岡市細見町2971番 上南方小学校、南方中学校

給食調理場 地13

ーケ岡小学校 延岡市南ーケ岡二了 ーケ岡小学校、南小学校

給食調理場 目17番 1号

附則

この条例は、平成26年4月 1日から施行する。



議案第54号

延岡市都市公園条例の一部を改正する条例の制定

延岡市都市公園条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定します。

平成25年 12月 3日提出

延岡市長首藤正治



延岡市都市公園条例の一部を改正する条例

延岡市都市公園条例（昭和43年条例第24号）の一部を次のように改正する。

別表第 1土々呂公園の項を削る。

附則

この条例は、平成26年 1月 1日から施行する。



議案第55号

市道の路線認定

市道の路線を別紙のとおり認定します。

平成25年 12月 3日提出

延岡市長首藤正治



市道認定路線一覧表

起 点
路線番号 路線名 重要な経過地

終 点

4601 延小大貫東通線
大貫町一丁目

大貫町一丁目
大貫町一丁目

野地町一丁目
4602 第一西階台線 野地町一丁目

野地町一丁目

櫛津町
6673 櫛津7号線 櫛津町

櫛津町

平原町五丁目
7391 平原43号線 平原町五丁目

平原町五丁目

平原町五丁目
7392 平原44号線 平原町五丁目

平原町五丁目

平原町五丁目
7393 平原45号線 平原町五丁目

平原町五丁目

平原町五丁目
7394 平原46号線 平原町五丁目

平原町五丁目

鶴ケ丘二丁目
7395 鶴ケ丘望海台3号線 鶴ケ正二丁目

鶴ケ丘二丁目

鶴ケ丘二丁目
7396 鶴ケE南12条通線 鶴ケ丘二丁目

鶴ケ丘二丁目

浜町
7397 浜37号線 浜町

浜町

K711 桶子線
北方町美々地

北方町美々地
北方町美々地

北浦町古江字市の串
U410 市の串2号線 北浦町古江字市の串

北浦町古江字市の串

北浦町古江字松ノ木
U411 松ノ木線 北浦町古江字松ノ木

北浦町古江字松ノ木
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議案第56号

新たに生じた土地の確認

地方自治法（昭和22年法律第67号）第 9条の 5第 1項の規定に基づき、延岡

市の区域内に下記のとおり新たに土地を生じたことを確認します。

平成 25年 12月 3日提出

延岡市長首藤正治

ヨ
し＝＝ロ

新たに生じた土地

延岡市北浦町市振字本村556番目、 556番21、556番26及び556番28の地

先公有水面埋立地

123.42 rd 



0埋立の場所
延岡市北浦町市振字本村556番19、556番21、556番26、556番28I¥ 

の地先公有水面

0埋立地の用途
漁港施設用地

O竣工面積
, 23. 42 rri 



議案第57号

町の区域の変更

地方自治法（昭和22年法律第67号）第260条第 1項の規定に基づき、延岡市の

区域内の町の区域を下記のとおり変更します。

平成 25年 12月 3日提出

延岡市長首藤正治

ロい＝＝ロ

延岡市北浦町市振に編入する区域

延岡市北浦町市振字本村556番19、556番21、556番26及び556番28の地

先公有水面埋立地

123.42 ni 



議案第58号

損害賠償の額の決定

平成24年12月12日に延岡市南一ケ岡四丁目 13番目号地先において発見された

地盤沈下による民家の塀等の損壊事故に関し、下記のとおり損害賠償の額を定

めます。

平成 25年 12月 3日提出

延岡市長首藤正治

コじ＝＝ロ

1 損害賠償額

1,444,993円

2 相手方

延岡市南ーケ岡四丁目 13番15号 海江田政利

3 事故の概況

平成24年12月12日、延岡市南ーケ岡四丁目 13番目号地先において発見され

た汚水管の破損を原因とする地盤沈下により、隣接する相手方所有の門扉、

塀及び家屋の一部を損壊したもの。



議案第59号

財産の無償貸付け

下記の土地及び建物を無償で貸し付けます。

平成25年 12月 3日提出

延岡市長首藤正治

記

所 在 延岡市北川町川内名 6677番 6

土 地
地目：山林

地積： 16,790 dのうち 7,300rrf 

建 物
畜舎5棟・堆肥舎 1棟・倉庫2棟・トイレ 1棟

面積： 2,078.18 rrf 

貸付けの相手方
延岡市北浦町古江 258番地

星 J 11 博 司

貸付けの目的 肉用牛生産施設として

貸付けの期間 平成 26年4月 1日から平成 31年 3月 31日まで

I 



Jl』06l’91：雄取
特巾：日制
9曇ιl99：曇稿



議案第60号

指定管理者の指定

地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の 2第 3項の規定に基づき、次の

とおり指定管理者を指定します。

平成25年 12月 3日提出

延岡市長首藤正治

1 指定管理者に管理を行わせる公の施設の名称

延岡市南方東コミュニティセンター

2 指定管理者となる団体の名称

延岡市南方東コミュニティセンター管理運営委員会

3 指定の期間

平成26年4月 1日から平成31年 3月31日まで



議案第61号

指定管理者の指定

地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の 2第 3項の規定に基づき、次の

とおり指定管理者を指定します。

平成25年 12月 3 日提出

延岡市長首藤正治

1 指定管理者に管理を行わせる公の施設の名称

延岡市東海コミュニティセンター

2 指定管理者となる団体の名称、

延岡市東海コミュニティセンター管理運営協議会

3 指定の期間

平成26年 4月 1日から平成31年 3月31日まで



議案第62号

指定管理者の指定

地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 244条の 2第 3項の規定に基づき、

次のとおり指定管理者を指定します。

平成 25年 12月 3日提出

延岡市長首藤正治

1 指定管理者に管理を行わせる公の施設の名称、

延岡市道の駅北川はゆま

2 指定管理者となる団体の名称

株式会社北川｜はゆま

3 指定の期間

平成 26年4月 1日から平成 31年 3月 31日まで



議案第63号

指定管理者の指定

地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 244条の 2第 3項の規定に基づき、

次のとおり指定管理者を指定します。

平成 25年 12月 3日提出

延岡市長首藤正治

1 指定管理者lご管理を行わせる公の施設の名称

延岡市ホタルの里休暇村

2 指定管理者となる団体の名称

株式会社北川はゆま

3 指定の期間

平成 26年 4月 1日から平成 31年 3月 31日まで



議案第64号

指定管理者の指定

地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 244条の 2第 3項の規定に基づき、

次のとおり指定管理者を指定します。

平成 25年 12月 3日提出

延岡市長首藤正治

1 指定管理者に管理を行わせる公の施設の名称

延岡市恒富地区高齢者コミュニティセンター

2 指定管理者となる団体の名称

社会福祉法人 延岡市社会福祉協議会

3 指定の期間

平成 26年4月 1日から平成 31年 3月 31日まで



議案第65号

指定管理者の指定

地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 244条の 2第 3項の規定に基づき、

次のとおり指定管理者を指定します。

平成 25年 12月 3日提出

延岡市長首藤正治

1 指定管理者に管理を行わせる公の施設の名称

延岡市夜間急病センター

2 指定管理者となる団体の名称

一般社団法人 延岡市医師会

3 指定の期間

平成 26年4月 1日から平成 36年 3月 31日まで



報告第18号

専決処分の報告

地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条第 1項の規定により別紙のとおり

専決処分をしたので、同条第2項の規定に基づき報告します。

平成25年 12月 3日提出

延岡市長首藤正治



専決処分書

和解及び損害賠償の額を定めることについて、地方自治法（昭和22年法律第

67号）第180条第 1項の規定に基づき、次のとおり専決処分する。

平成25年 10月23日

延岡市長首藤正治

車両損傷事故に伴う和解及び損害賠償の額の決定

相 手 方 美郷町北郷区宇納間2658番地

長田尚美

損害賠償額 86,635円

和解事項 本件事故の損害賠償額は上に記載する額とし、当事者間にお

いては、示談書に定めるもの以外に何ら債権債務が存在しな

いことを相互に確認する。

事故発生日時 平成25年10月16日 午後 1時30分頃

事故発生場所 ．延岡市本小路39番地 1

延岡市社会教育センター南側駐車場

事故の概況 本市職員が駐車場から共用車を発進させる際、左隣に駐車し

ていた相手方の所有する自家用自動車に接触し、同車両を損

傷したもの。



報告第19号

専決処分の報告

地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条第 1項の規定により別紙のとおり

専決処分をしたので、同条第 2項の規定に基づき報告します。

平成25年 12月 3日提出

延岡市長首藤正治



専決処分書

和解及び損害賠償の額を定めることについて、地方自治法（昭和22年法律第

67号）第180条第 1項の規定に基づき、次のとおり専決処分する。

平成25年 11月 1日

延岡市長首藤正治

車両損傷事故に伴う和解及び損害賠償の額の決定

相 手 方 延岡市土々呂町一丁目 2番地14

矢野富久美

損害賠償額 13, 553円

和解事項 本件事故の損害賠償額は上に記載する額とし、当事者間にお

いては、示談書に定めるもの以外に何ら債権債務が存在しな

いことを相互に確認する。

事故発生日時 平成25年 9月16日 午前7時30分頃

事故発生場所 延岡市北J11町川内名瀬口3451番 3地先

事故の概況 相手方が自家用自動車で市道猪ノ島八ケ迫線を走行中、市道

上に倒れていた樹木に衝突し、フロントガラス及び車体を損

傷したもの。



報告第20号

専決処分の報告

地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条第 1項の規定により別紙のとおり

専決処分をしたので、同条第2項の規定に基づき報告します。

平成・25年 12月 3 日提出

延岡市長首藤正治



専決処分書

和解及び損害賠償の額を定めることについて、地方自治法（昭和22年法律第

67号）第180条第 1項の規定に基づき、次のとおり専決処分する。

平成25年 11月 5 日

延岡市長首藤正治

車両損傷事故に伴う和解及び損害賠償の額の決定

相 手 方 延岡市富美山町83番756

山田浩樹

損害賠償額 51, 765円

和解事項 本件事故の損害賠償額は上に記載する額とし、当事者聞にお

いては、示談書に定めるもの以外に何ら債権債務が存在しな

いことを相互に確認する。

事故発生日時 平成25年 9月4日 午前5時頃

事故発生場所 延岡市富美山町83番756地先

事故の概況 相手方の所有する自家用自動車が、市有地道路に駐車してい

たところ、同車両横の通行止め看板が台風17号の風で倒れ、

相手方車両のパックパネルライトを損傷したもの。



報告第21号

専決処分の報告

地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条第 1項の規定により別紙のとおり

専決処分をしたので、同条第2項の規定に基づき報告します。

平成25年 12月 3日提出

延岡市長首藤正治



専決処分書

和解及び損害賠償の額を定めることについて、地方自治法（昭和22年法律第

67号）第180条第 1項の規定に基づき、次のとおり専決処分する。

平成25年 11月20日

延岡市長首藤正治

図書館内での書見台転倒による事故に伴う和解及び損害賠償の額の決定

相 手 方 延岡市大貫町六丁目 50番地4

相手方法定代理人親権者父

武藤香怜

武藤真

同 母武藤康子

損害賠償額 4,970円

和解事項 本件事故の損害賠償額は上に記載する額とし、当事者間にお

いては、示談書に定めるもの以外に何ら債権債務が存在しな

いことを相互に確認する。

事故発生日時 平成25年8月10日 午前11時40分頃

事故発生場所 延岡市本小路39番地l

延岡市立図書館内

事故の概況 相手方が図書館の書見台の上部を両手でっかみ、手前に引し、

たため、書見台が転倒し、相手方の額に接触し、負傷したも

の。


